
項　目 内　　　　　　　　　　　　容 実施結果の評価 次年度の改善計画

１．経営者の責務 １．（1）～（3）まで問題なく行われている １．及び２．とも継続実施とする

（１）輸送の安全の確保に関する最終的な責任を有するものとし、全社的な安全性向上の取組みを
      主導し、企業全体に安全意識の浸透を図る

（２）輸送の安全を確保するため、予算の確保、体制の構築等必要な措置を講じる

（３）経営管理の手法である計画、実施、評価、改善のサイクルの実践により、継続的に輸送の
      安全性の向上を図るため、業務の実施及び管理の状況の適否を常に確認し、必要な改善を行う

２．わが社の輸送の安全に対する基本的な方針 ２．（1）～（5）まで問題なく行われている

（１）全従業員に対して、輸送の安全の確保が最も重要であるという意識を徹底させ、その実現の
      ため経営トップが主導的な役割を果たし、全従業員が一丸となって取組み絶えず安全性の
      向上を図る

（２）輸送の安全に関する取組み状況等の情報について、積極的に公表する

（３）運行管理体制及び車両管理体制の充実強化を図り、法令に定められた運行管理及び
      車両管理が適切に機能するよう配慮する

（４）参加・体験・実践型の研修・指導等の実施により、運転者の能力向上を図る

（５）安全に対する基本的な方針及びそれに基づく目標・計画を従業員に周知徹底する

１．目標の設定　【公表事項】（※重点事項） 1．目標の設定 1．目標の設定

（１）交通事故の減少目標 （１）ア．重大事故　　　実績0件、目標達成 （１）ア．重大事故　　　目標　撲滅　0件

　　ア．重大事故    0件 　　　イ．車両加害事故　　実績34件 　　　イ．車両加害事故　目標　半減　16件以内

    イ．車両事故　　前期比半減　　14件以内

前期対比6件増の34件、昨対実績比+6件。
事故度合いは軽微事故が多く、店舗駐車場内退店時や後退
事故、左接触事故が多く狭路の自転車の出会いがしら事故
が多い。来期は店舗駐車場内と出会いがしら事故防止に特
化した事故対策を行う。

コメンタリー運転や一呼吸置いた運転をし、周りの状況をよ
く確認した上で、動作に入る事を重要ポイントとして
再教育を行う。また見通しの悪い交差点は、徐行を行い構え
ブレーキで何時でも停まれるスピードで進入するように
教育を行う。

（２）輸送の安全に関する投資額 （２）輸送の安全に関する投資額 （２）輸送の安全に関する投資額

　・外部講習費、会議費　　　　　　  100千円
　・無事故表彰　　　　　　　　　　3,756千円
　・参加者交通費、宿泊費用   　 　  440千円
　・試験、書籍、運転記録証明　  　　228千円
　・安全運転支援機器　　          22,752千円
　（車載端末、ﾊﾞｯｸｱｲ、ドライブレコーダー）
　・先進安全装置　               24,000千円
　（ASV、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰﾓﾆﾀｰ、）
　・ｸﾞﾘｰﾝ経営　                  　 450千円

　
　　＊計画　　51,360,000円

　・本社個別教育指導実施 (コロナ対策により中止）
　・事故対策/ＳＤを対象とした拠点安全教育開催
　・運行管理者の拡充
　・出版ﾃｷｽﾄ、運転適性DOCCSの実施
　・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞｰ新規導入22台装着
　・ﾊﾞｯｸｱｲ装着　22台
　・車載端末装着　22台
　・無事故表彰　（営業所、個人）
　・先進安全装置車両　22台導入
  ・点呼システム導入

　　計画51,360,000円、実行費用　26,475,188円

　・外部講習費、会議費　　　　　　  100千円
　・無事故表彰　　　　　　　　　　2,863千円
　・参加者交通費、宿泊費用   　 　  360千円
　・試験、書籍、運転記録証明　  　　228千円
　・安全運転支援機器　　          7,137千円
　（車載端末、ﾊﾞｯｸｱｲ、ドライブレコーダー）
　・DX化による法令強化            8,000千円
　・ｸﾞﾘｰﾝ経営　                  　 450千円

　
　　＊計画　　19,138,000円

２．目標達成のための計画 ２．目標達成のための計画 ２．目標達成のための計画

（１）運行管理体制の充実強化 （１）ア～ウ　問題なく適宜実施 　（１）ア～ウ　継続実施とする

    ア．点呼及び指導監督等の運行管理業務を確実に実施できるように運行管理者の勤務体制を
        確立するとともに適任者を育成し選任する

　ア．運行管理者による3割以上の点呼実施の確立及び
　　補助者体制による乗務前・乗務後の点呼実施

    イ. 経営トップは運行管理者の業務（１９項目）の実施状況について、その適否を適宜確認し
        指導監督する

　イ．安全規則に定める業務を遂行させ適宜確認

　　ウ.過労運転の防止を図るため、運行管理者に対して個々の運転者の拘束時間・運転時間
       連続運転時間・休憩時間・休息期間等の労働時間等を把握管理させる

　ウ．過重労働防止対策を行い、日々勤怠確認を実施
　　過重傾向拠点に対する応援体制の確立

（２）教育及び研修の充実強化（※重点事項） （２）ア～エ　問題なく適宜実施 　（２）ア～エ　継続実施とする

　　ア．運転者等の年令、経歴、能力等に応じて、共用の教育・研修施設等を活用し人材育成を図る 　ア．拠点単位及び班単位によるＯＪＴ実施

　　イ．年１回、全運転者の「運転記録証明書」を取り寄せ、個別指導に活用 　イ．毎年3月に申請、違反経歴等確認して指導

　　ウ．教育・研修については、点呼等の機会を捉えて意思疎通を十分図るとともに、運転者の
        特性や運行実態等を踏まえ、運転者からの安全対策の提案を踏まえて実施する

　ウ．点呼時の注意喚起及び班単位による安全対策を
　　効果的に実施。ＳＤ対策案について傾聴し取組み

    エ．運行管理者資格者証の取得者又は、運行管理者基礎講習の受講者を積極参加させる。 　エ．選任者については計画的に基礎講習受講を実施

（３）運転者台帳を確実に作成（補正）し、運転者の安全管理に活用する （３）電子媒体化へ変更し適宜更新実施済み

（４）初任運転者の採用に際しては、初任診断（義務）を受診させるほか、「運転記録証明書」を
      活用して個別指導する

（４）初任診断及び初任特別教育も実施し適性診断表を
　　活用し指導。また、教習車を用いて実技指導を実施

（５）輸送の安全に関する情報（事故事例、ヒヤリハット事例）を運転者等が共有するため事例の
      掲示及び事故防止研修会をタイムリーに開催する

（５）毎月事故映像をKYT資料に加工し、反復練習し
　　危険予知能力の向上を目的とした安全活動を実施。

（６）輸送の安全推進に係る行事等を計画する （拠点毎 安全講習会の開催／安全対策会議の定期的開催）
（６）安全対策会議：会議21回/年実施
　　運行管理者研修：2回実施

１．安全マネジメントを適確に実施し、輸送の安全に関する計画の作成、実行、評価及び改善の
    一連の課程を円滑に進める

１項、２項とも問題なく行われている １項、２項とも継続実施とする

２．安全マネジメントを実施するに当たり、相互に密接に関連する他の事業者がある場合は
    緊密に協力し安全性の向上に努める

１項、問題なく行われている １項、継続実施とする

１．安全管理規程等義務付け対象事業者【 ２００両以上 】 １項、問題なく行われている １項、２項とも継続実施とする

   ・輸送の安全に関する基本的な方針

   ・輸送の安全に関する目標及び当該目標の達成状況

   ・自動車事故報告規則第２条に規定する事故に関する統計（前年度の総件数及び事故類型別の事故件数）

   ・輸送の安全に関する組織体制及び指揮命令系統

   ・輸送の安全に関する重点施策

   ・輸送の安全に関する計画

   ・事故、災害等に関する報告連絡体制

   ・輸送の安全に関する教育及び研修の計画

   ・輸送の安全に関する内部監査結果及びそれを踏まえた措置内容

   ・輸送の安全に関する予算等の実施額

   ・安全統括管理者、安全管理規程

２．事業者は、輸送の安全に係る以下の処分を受けた場合は、その内容並びに当該処分に基づき
    講じた措置及び講じようとする措置の内容を遅滞なく公表すること

２項、命令、処分該当なし

　　・輸送の安全確保命令

　　・事業改善命令

　　・自動車その他の輸送施設の使用停止処分

　　・事業停止処分

１．マネジメントの実施状況が分かるように記録、保存する １項、問題なく行われている １項、継続実施とする

    輸送の安全に関する基本的な方針、重点施策、チェック（評価）の結果（目標の達成状況）
    その他輸送の安全に関する情報の記録及び保存の方法を定め、保存する
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１．重大事故・災害の発生、人身事故の連続発生及び悪質交通違反の取り締まり等を受けた場合は
    速やかに、原因を分析し、改善方策を立て全社的に教育・研修を実施し再発の防止を図る


